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パレスチナとイスラエルの人権の「非対称性」はなぜ今日
まで温存されてきたのか？

問い・着眼点

パレスチナとイスラエルの人権の「非対称性」

～身近なものから捉え直す～ 
末近調査団
藤永,HWANG,SHENG

研究背景 検証検証

結論

Gaza

負のサイクル

入植地 経済活動
国家・企業による

利益・収入
企業は入植地ビジネスを行う事で

不法占領地から利益を得ている

入植地の

経営維持・拡大

ハマスの襲撃

人権の「非対称性」

国際社会の反応

ハマスの先制攻撃とイスラエルの大規模な
ガザへの反撃

ハマースをテロリストとし、イスラエルの自衛権行使を支持する国
↕

イスラエルの抗議デモが起きている国

今まで温存されてきたパレスチナとイスラエルという対照的ではない二項関係が、今回の紛
争で改めて顕在化。私たちの生活の中でもこのギャップは存在しているかもしれない

事例1　入植地の違法経済活動　見逃される人権侵害

事例2　ガザ攻撃への支援　　見逃される人権選別

私たちが普段使っている商品やサービスが実は、占領地で作
られたもの、あるいはその利益が直接的・間接的に、占領地に
おける人権侵害につながるという構図が存在する。しかし、この
ような問題がパレスチナとイスラエルの人権の非対称性によっ
て、グローバルサプライチェーンの問題として、世界にあまり認
識されていない現状がある。
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先行研究

中世以前 近代以降 現代

イスラーム教徒・パレスチナ人に対する悪いイメージ
イスラエル
世論操作

パレスチナへの暴力は、テロ撲滅という理由で正当化

国際社会からも一定の支持

ネガティブなイメージのみ強調されて、それが作り出された背景は排除

ユダヤ人差別＝「ユダヤ憎悪」
→ユダヤ教の文化的習慣などへの偏見

ユダヤ人差別＝「反セム主義」
→「反セム主義」とは人種主義思想
に基づく狭義の「反ユダヤ主義」の

こと

ユダヤ人差別＝NG
イスラエルへの批判が困難

私たちの日常や身近なところから考える

「テロとの戦い」

イスラエル批判＝反ユダヤ主義という言説の歴史的な形成

パレスチナ人＝テロリストというイメージの歴史的な形成

ガザでの食糧危機 イスラエル軍への食糧提供

イスラエルとハマースの
衝突が続くなか、パレス
チナのガザ地区では水や
食料などが不足し、人道
状況が悪化している。

イスラエルのマクドナルド
は、イスラエル軍に毎日数
千人分の食事の寄付を続け
ると述べた。また、兵士と
治安部隊には50％の割引を
行うとも述べている。

グローバルサプライチェーンの人権問題という身近な問題
↳日常的なイスラエルのパレスチナ人権侵害について、他の
問題と比べて、私たちに見えにくくなっている。

歴史的に形成されたイスラエル・パレスチナの各表象が、人権
侵害の「正当化」の材料として利用され、国際社会にも根付い
ている
→イスラエルや企業がパレスチナで、日々行っている人権侵害
が国際社会から見逃され、人道支援が本当に必要な所へ行き届
いていない点から、パレスチナとイスラエルの「非対称性」が
見いだされる。

（二井 2017、45～47頁）

（E.W.サイード 2003、38頁）


